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松山市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する 

基準等を定める条例及び松山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部改正（案）の概要 

 

Ⅰ．改正の経緯 

障害福祉サービス等の基準については、障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）等により、

厚生労働省令を基準として各自治体が条例で定めることとされています。 

厚生労働省で、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及

び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障

害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働

省令第１７１号）等が改正され、「就労選択支援」の新設が予定されています（令和

７年１０月１日施行）。 

この施行にあわせて、松山市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運

営に関する基準等を定める条例（令和６年条例第２１号）及び松山市障害福祉サー

ビス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和６年条例第２３号）を改

正するものです。 

 ※「Ⅲ．具体的な改正内容」は、現時点で厚生労働省から示されているものです。 

 ※就労選択支援とは、就労を希望する障害者又は就労の継続を希望する障害者で

あって、就労移行支援若しくは就労継続支援を受けること又は通常の事業所に

雇用されることについて、当該者による適切な選択のための支援を必要とする

ものにつき、短期間の生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、就労に関

する適正、知識及び能力の評価並びに就労に関する意向、就労するために必要

な配慮その他の整理を行い、又はこれに併せて当該評価及び当該整理の結果に

基づき、適切な支援の提供のために必要な関係者との連絡調整、就労に係る情

報の提供及び助言その他の便宜を提供するものです。 

 

Ⅱ．改正予定の条例の題名 

 １ 松山市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準等 

を定める条例（令和６年条例第２１号） 

 ２ 松山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和

６年条例第２３号） 

 

Ⅲ．具体的な改正内容 

１．松山市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例 

就労選択支援関係 

＜人員に関する基準＞ 

  （１）指定就労選択支援事業所に置くべき就労選択支援員の数は、指定就労選
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択支援事業所ごとに、常勤換算方法で、利用者の数を１５で除した数以上と

し、就労選択支援員は、原則として、専ら当該指定就労選択支援事業所の職

務に従事する者でなければならないこと等とする。 

 

  （２）指定就労選択支援の事業について、指定就労選択支援事業所ごとに専ら

その職務に従事する管理者を置かなければならないこと等とする。 

 

＜設備に関する基準＞ 

  （３）指定就労選択支援の事業について、指定就労選択支援事業所は、訓練・

作業室、相談室、洗面所、便所及び多目的室その他運営に必要な設備を設け

なければならないこと等とする。 

 

＜運営に関する基準＞ 

  （４）指定就労選択支援事業者は、就労移行支援又は就労継続支援に係る指定

障害福祉サービス事業者であって、指定の申請の日前３年以内に当該事業者

の事業所の３人以上の利用者が新たに通常の事業所に雇用されたものその他

のこれらと同等の障害者に対する就労支援の経験及び実績を有すると都道府

県知事（中核市にあっては、中核市長）が認める事業者でなければならない

こととする。 

 

  （５）就労に関する適性、知識及び能力の評価並びに障害者総合支援法施行規

則第６条の７の３に規定する事項の整理（以下この（５）において「アセス

メント」という。）に当たり、 

・障害者就業・生活支援センター等がアセスメントと同様の評価及び整理を 

実施した場合には、指定就労選択支援事業者は、当該同様の評価及び整理 

をもって、アセスメントの実施に代えることができることとし、 

・この場合において、（６）の会議の開催、アセスメントの結果の作成又は

指定障害福祉サービス事業者その他の関係機関との連絡調整に当たり、障

害者就業・生活支援センター等に対し、当該会議への参加その他の必要な

協力を求めることができることとする。 

 

  （６）指定就労選択支援事業者は、アセスメントの結果の作成に当たり、利用

者及び市町村、指定特定相談支援事業者等、公共職業安定所その他の関係機

関の担当者等を招集して会議（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下

「テレビ電話装置等」という。））を活用して行うことができるものとす

る。）を開催し、当該利用者の就労に関する意向を改めて確認するととも

に、当該担当者等に意見を求めるものとする。 

 

  （７）指定就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を作成した際には、当
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該結果に係る情報を利用者及びその家族並びに指定特定相談支援事業者等に

提供しなければならないこととする。 

 

  （８）指定就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を踏まえ、必要に応じ

て公共職業安定所、障害者就業・生活支援センターその他の関係機関との連

絡調整を行わなければならないこととする。また、指定就労選択支援事業者

は、法第８９条の３第１項に規定する協議会への定期的な参加、公共職業安

定所への訪問等により、地域における就労支援に係る社会資源、雇用に関す

る事例等に関する情報の収集に努めるとともに、利用者に対して進路選択に

資する情報を提供するよう努めなければならないこととする。 

 

＜関係規定の準用＞ 

  （９）指定就労選択支援の事業の運営に関する基準について、指定障害福祉サ

ービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準第９条から第２０条ま

で、第２３条、第２８条、第３３条の２、第３５条の２から第４１条まで、

第５７条、第６０条、第６６条、第６８条、第６９条、第７４条、第７５条

（第２項第１号を除く。）、第８４条、第８５条、第８６条から第９２条ま

で、第１５９条及び第１７０条の２の規定を準用する。 

 

 ＜非常災害対策の適用＞ 

  （１０）非常災害対策について、他のサービスと同様に松山市の独自基準を設

ける。 

 

 就労移行支援、就労継続支援A型及び就労継続支援B型 

 ＜運営に関する基準＞ 

  （１１）事業者は、利用者に対し、指定計画相談支援を行うものと連携し、定

期的に必要な情報提供を行うものとする。 

 

２．松山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

就労選択支援関係 

＜人員に関する基準＞ 

 （１）１. （１）及び（２）と同様の改正を行う。 

 

＜設備に関する基準＞ 

 （２）１. （３）と同様の改正を行う。 

  

 ＜運営に関する基準＞ 

  （３）１. （５）から（８）までと同様の改正を行う。 
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（４）就労選択支援事業者は、就労移行支援又は就労継続支援に係る指定障害 

福祉サービス事業者であって、過去３年以内に当該事業者の事業所の３人以上

の利用者が新たに通常の事業所に雇用されたものその他のこれらと同等の障害

者に対する就労支援の経験及び実績を有する事業者でなければならないことと

する。 

 

  （５）就労選択支援事業所は、１０人以上の人員を利用させることができる規

模を有するものでなければならないこととする。 

 

＜関係規定の準用＞ 

  （６）就労選択支援の事業について、障害福祉サービス事業の設備及び運営に

関する基準第９条（第２項第１号を除く。）、第１３条から第１６条まで、

第１９条、第２４条から第２６条まで、第２８条から第３２条の２まで、第

３４条から第３６条まで、第３８条、第４１条、第４３条、第４４条及び第

４５条から第４９条までの規定の規定を準用する。 

 

＜非常災害対策の適用＞ 

  （７）非常災害対策について、他のサービスと同様に松山市の独自基準を設け

る。  

 

Ⅳ．改正する条例の規定 

  松山市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例第４条及び第５条 

  松山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例第３条 

 

Ⅴ．施行日 

令和７年１０月１日（予定） 


